



う）および同業の有限会社A2 は（以下、「A2 社」という。なお、A1 社と A2 社を
合わせて「Aら」という）、平成26年10月 6 日に破産手続開始決定を受けた。その
ため、Z1 と Z2 がそれぞれA1 社とA2 社の破産管財人として選任された（以下、





う） 1 ないし 5 の支払請求をめぐって、Xに本件手形を裏書譲渡したAらの破
産管財人である Zらによる否認権行使の効力が問題となった。本件手形 1 ない







　まず、Yは、平成26年 8 月26日当時、A1 社と A2 社に対して、それぞれ2314
万6059円と1206万2115円の未払金債務を有していた。Yは、これら債務のうち、
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A1 社に対する一部債務である817万8462円を返済するために、本件手形 3ないし
5 に拒絶証書の作成を免除する形でA1 社に裏書譲渡し、A2 社に対しても同様





A1 社は本件手形 3 ないし 5 につき拒絶証書の作成を免除してXに裏書譲渡し、




自宅ポストに本件手形 1 ないし 6 を入れ、X代表者に渡すよう指示し、Cが X
代表者の自宅付近のコンビニの駐車場でX代表者に本件手形 1 ないし 6 を渡し
たことと事実認定がなされた。
　Xは、本件手形 1ないし 5の支払呈示期間内に支払場所に呈示したが、それら
の支払を拒絶され、本件手形 1ないし 5と 6は Xが所持していた。そのため、X










や出荷の再開はなかった。第 2に、Aらは、平成26年 8 月11日以降弁済期の到来
した債務の支払いができなくなり、A1社は同月12日、A2社は同月15日に、それ
ぞれ資金不足を理由に手形の不渡りが生じ始めたとされた。したがって、裁判所




　こうした事実関係のもとで、裁判所は、本件手形 1 ないし 6 の本件Y裏書譲
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　それに、「A1 は 8 月12日に、A2 は 8 月15日に、それぞれ支払停止があったと
認められ」、YからAらへの裏書譲渡「当時、Yに債務の支払能力に問題があっ
たとは認められず、したがって、AらのYに対する売掛債権は債権額のとおり
の価値を有していたということができる。他方、本件約束手形 1 〜 6 は Aらの
支払停止により実質的な価値が著しく下落していたということができる」。した
がって、「本件Y裏書譲渡 1〜 6 は、価値の低い本件手形 1〜 6 をもって売掛債




Zらによる否認（破産法160条 1 項 2 号）によってYから破産者Aらに対する本件
手形 1〜 6の譲渡は……その効力を有しない」と判示した。














































































































（ 4）　東京高決昭33・ 7 ・ 5 金法182号 3 頁。
（ 5）　伊藤眞ほか編『条解破産法』（弘文堂・第 3版・2020）41─42頁（この点で、財産をもっ
て債務を完済できない状態を指す「債務超過」とは異なる）。



































































（ 8）　大判大正 7・ 1 ・29民録24輯2079頁。
（ 9）　菊池・前掲注（ 2）114─115頁。
（10）　品谷・前掲注（ 2）400頁。
